
地域DX推進ラボ　Q&A 2023/1/11現在

質問 回答

1 地方版IoT推進ラボ事業は廃止になりますか？

移行期間における移行状況を踏まえ、地方版IoT推進ラボ事業の廃止の可否を
検討する予定※としております。
移行期間は2～3年を想定しています。
※地域DX推進ラボは、同地域において、地方版IoT推進ラボからの移行以外に
も、新設する場合や、地方版IoT推進ラボの一部の分野を地方DX推進ラボに改
編する場合などが想定される等があります。このため、地方版IoT推進ラボ事業
の廃止の可否については、地域のニーズを十分に反映しながら進めます。

2
「４．事業の内容」の重要業績評価指標（KPI）はアウトプッ
ト視点のものとなりますか？それともアウトカム視点のもの
になりますか？

可能な限り、両方あることが望ましいです。
各ラボにて事業の進捗を把握していただくことが目的ですので、事業内容や計画
に合わせて設定ください。

3
一度選定された場合、その有効期間（例えば2年ごとに再
申請が必要）という考え方はありますか？

有効期間という考え方はありません。

4
地域DX推進ラボの名称ですが、「DX推進ラボ」を含めるな
どの条件はありますか？

基本的にはありません。
ただし、例えば特定の個社の宣伝になってしまうような場合は、名称の変更をお
願いさせていただくことを了承ください。

5
「（２）本事業の概要について、、、」の部分ですが、今後何
年間分の事業内容を記載する必要がありますか？

年数の指定はありません。それぞれのラボの計画に合わせて、書ける範囲で記
載ください。

6 事前申込の締め切りはありますか？
ありません。事務局の準備がありますため、早めに事前申込を実施いただけま
すと大変助かります。

7
「３．「地域DX推進ラボ」の概要」の(2)ですが、従業員数、
資本金、規模など確認が困難な場合もあります。すべて記
入する必要がありますか？

可能な範囲で記載いただけますようお願いします。

8

「３．「地域DX推進ラボ」の概要」の(2)ですが、ラボの参画
企業が多数（例えば100社を超える）であってもすべて記載
する必要がありますか？代表的な企業を記載すれば良い
ですか？

代表的な企業の記載で構いません。
企業名の一覧リスト等がある場合は別添していただければと思います。

10

地域DX推進ラボの定義や審査の視点として「ウェルビーイ
ングの向上を目指す取組」とあります。この「ウェルビーイ
ング」について、事業計画やKPIで言及すべき指標や定義
などはあるのでしょうか。

実施計画書に記載いただく重要業績評価指標（KPI）ですが、無理にWell-being
指標(*1)で定義された項目から選択いただく必要はありません。各地域のご都合
に合わせて、各ラボの活動の進捗の評価に最適なものを定義いただきたくお願
いします。
また、ラボの活動の対象が、Well-beingをすべて包括するものである必要はござ
いません。（例えば、ラボの活動の対象が、2, 3個のWell-being指標に関連するも
のとして、絞り込まれたようなものであっても、十分であると考えています。）
また、ラボの活動の対象がWell-being指標に直接的に働きかけるものではなく、
間接的に働きかけるようなものでも問題ありません。
。

(*1)
Well-being指標については、下記のWEBページで紹介されています。
https://www.sci-japan.or.jp/LWCI/index.html

地域DX推進ラボとしては、長期にわたって活動を継続していただきたいと考えて
おります。そのときに発生しうるものとして、下記2点の問題が考えられます。
 
１．活動に必要な費用を長期にわたってどのように捻出しつづけるか。
 
活動に必要な費用が、自治体の予算や補助金だけでなく、その活動によって得
た利益によって賄われ、継続的な活動を維持できるという仕組みが理想的な形
のひとつ、と考えます。
（一般的に、「マネタイズ」と言われているものです）
このような活動の継続性を、可能な範囲でご説明ください。
（例えば、「XX年後を目安として、YYYを事業化する」ということをロードマップ上に
描くことが挙げられます。）
 

２．自治体の職員の異動のようなひとの入れ替わりが契機となってラボの活動が
低迷してしまうこと。
 
ラボ構成員の異動があったとしても、応募当初の熱い想いを継続する仕組みに
ついて可能な範囲で、ご説明いただければと考えています。（例えば、自治体の
XX課全体の取り組みとして行っており、自治体職員の異動があっても、XX課とし
てラボの活動を継続する、など）
 
ラボの活動目的を個社支援とする場合、支援対象の事業者のビジネスが軌道に
のる、または、支援対象の事業者のビジネスが発展する、
 という視点で、目標とそれに向けた道筋を記載いただきたくお願いします。
「ビジネスが軌道にのる」、「ビジネスが発展する」という部分について、具体的に
はマネタイズを「前面に出す場合」「前面に出さない場合」の2パターンを想定され
ます。

■前面に出す場合
例えば、アイデアと技術で勝負するスタートアップの起業を支援する、、、等の場
合です。
アイデアと技術だけでは事業化することはできず、財務、法務などの知識や実働
が必要です。また、他の企業との連携が必要になるかもしれません。
 起業を実現するためには、財務、法務、他の企業との連携などを支援すること
が重要となるケースがあるかと思います。
 そのような支援を経て、「支援対象の事業者のビジネスが軌道にのる」とは、そ
の事業者が製品やサービスの販売を行い、黒字化することをイメージしておりま
す。

■前面に出さない場合
サービス提供者と、サービス受給者のマッチングが成立し、サービス受給者が幸
せになる構造が確立する、、、等の場合です。

「自立化への道筋」として記載する内容について詳細を教
えてください
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